
様式７

申請者

※１

あ り 協定名

添付書類

人 ※４

％ ※５

添付書類

40 人 ※６

1 人 ※７

添付書類

添付書類

○

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

な し

障がい者の雇用

報告義務（※３）あり。法定雇用率を達成している。

総従業員数

障がい者の雇用率

「障害者雇用状況報告書」の事業主控の写し

○

報告義務（※３）なし。障がい者を１人以上雇用している。

総従業員数

障がい者の雇用人数

「身体障害者手帳」，「療育手帳」または「精神障
害者保健福祉手帳」の写し

上記以外

入札参加資格審査申請日時点の雇用人数を記載すること。代表者（経営者）を人数に含
めないこと。

６月１日現在の人数（※３の労働者数（短時間労働者および除外率を考慮した人数））
を記載すること。代表者（経営者）を人数に含めないこと。

入札参加資格審査申請日直近の「障害者雇用状況報告書」の記載数

入札参加資格審査申請日直近の「障害者雇用状況報告書」の実雇用率の値

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年7月25日法律第123号）第43条第7項に基づ
く報告義務

地域貢献確認調書

○○建設株式会社　代表取締役　函館　太郎

所属団体が函館市と防災協定を締結している場合は，当該団体へ所属していることを確
認できる書類を併せて添付すること。

自社の地域貢献について，該当する項目に「 ○ 」を記載すること。

自社の地域貢献について

内　容

協力雇用主活動実績証明書（様式８）

函館保護観察所に協力雇用主として登録され，令和4年4
月1日以降に，別紙（様式８）の実績を有している。

評価項目

保護観察対象者等
の就労支援

上記以外

函館市との防災協定
の締結

○
○○○○○に関する協定

協定書の写し（※２）


